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ま え が き 

 
この資料シリーズは、両立支援勤務措置としての在宅勤務の短時間勤務やフレックスタイ

ムタイム等との併用に関する企業・労働者ヒアリング事例結果を整理しつつ、その実態やメ

リット・問題点について若干の検討を加えたものである。 

当機構では、2004～05 年度にかけて両立支援勤務措置としての在宅勤務に関する調査研究

を行い、その成果は 2006 年４月に労働政策研究報告書 No.52「育児期における在宅勤務の意

義」として取りまとめた。その調査研究は“育児期の在宅勤務は、フルタイム的勤務を可能

とするものではないか”という仮説の検証が中心のものであったが、ヒアリング事例におい

ては、在宅勤務が短時間勤務あるいはフレックスタイム勤務などと併用されるケースがみら

れた。 

そこで 2006 年度においては、先行ヒアリング事例に加え、該当企業・労働者を対象に新

たな、あるいは追加のヒアリングを行って、在宅勤務を中心とする両立支援勤務措置の併用

に関する調査研究を行った。 

その結果として、①短時間勤務との併用に関しては、成果主義評価におけるマイナスの影

響など運用の弊害がみられ、労働時間数比例以上の報酬の減少や労働意欲の低下などの問題

が指摘できること。②これに対してフレックスタイム勤務との併用に関しては、勤務場所に

加え勤務時間帯の弾力性も高まることから、フルタイム勤務が可能となり、上記のような短

時間勤務の運用に際して見られる様な弊害が回避できること。③特にフレックスタイム勤務

との併用に関しては、短時間勤務の適用経験のあるヒアリング対象労働者からフレックスタ

イム勤務活用の必要性の指摘も聴かれ、またフレックスタイム勤務単独でも男性がそれを活

用することにより、家事・育児への参加度が高まること、などが確認された。 

以上から、上記の“育児期の在宅勤務は、フルタイム的勤務を可能とするものではないか”

という仮説は、フレックスタイム勤務との併用でより強く検証されることになった。 

最後に、ヒアリングの実施に当たり多大なるご理解ご協力を頂いた方々に感謝の意を表す

るとともに、結果内容等に関する読者諸兄のご批判を待ち、今後のさらなる研究の糧とした

い。併せて、本資料シリーズの公表を通じて、両立支援勤務措置に関する研究分野の議論の

活性化に少しでも寄与できれば幸いである。 
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